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Ⅰ 評価実施後の法科大学院における教育活動等の質の確保 
 

 

１ 目的 

 

各認証評価機関は認証評価を行った後、当該認証評価の対象となった専門職大学院を置く大学

が次の認証評価を受ける前に、当該専門職大学院の教育課程、教員組織その他法科大学院の教育

活動全般について、重要な変更又は状況の変化があったときは、変更に係る事項について把握

し、当該大学の意見を聴いた上で、必要に応じ、公表した評価の結果に当該事項を付記する等の

措置を講ずるよう努めることとされています。 

そのため、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構（以下「機構」という。）は、評価実施後

の法科大学院における教育活動等の質の継続的な確保のため、機構の評価を受けた法科大学院か

ら、法科大学院年次報告書（以下「年次報告書」という。）の提出を受け、教育活動等の状況に関

する調査を行います。 

また、機構は、機構から適合認定を受けた法科大学院（以下「機構認定法科大学院」という。）

を置く大学であって、評価において満たしていないとされた基準があるものから、法科大学院対

応状況報告書（以下「対応状況報告書」という。）の提出を受け、満たしていないとされた基準に

ついての対応状況に関する調査を行います。 

 

 

２ 実施体制 

 

年次報告書及び対応状況報告書の調査に当たっては、法科大学院に関し広く高い知見を有する

大学関係者及び法曹関係者並びに社会、経済、文化その他の分野に関する学識経験を有する者に

より構成される法科大学院認証評価委員会（以下「評価委員会」という。）の下に、年次報告書等

専門部会を置きます。 

当該専門部会は、評価委員会委員及び専門委員から構成され、大学関係者、法曹関係者及び有

識者を配置します。 

ただし、年次報告書及び対応状況報告書の提出があった法科大学院に関係する評価委員会委員

及び専門委員は、自己の関係する法科大学院の調査に加わることはできません。 
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Ⅱ 法科大学院年次報告書の内容及び作成方法等 

 

 

１ 対象 

 

機構の評価を受けた法科大学院（適合認定を受けたか否かにかかわらない。） 

 

 

２ 内容 

 

機構の評価を受けた法科大学院を置く大学は、次の評価（他の認証評価機関による評価を含

む。）を受けるまでの間、毎年度、調査実施年度に適用される評価基準の重点基準について、年次

報告書の様式（様式７（９頁）参照）に従い、その状況を機構に提出するものとします。 

機構は、年次報告書等専門部会において年次報告書を調査し、その内容について評価委員会で

審議した結果、教育課程、教員組織その他法科大学院の教育活動全般について、重要な変更又は

状況の変化があると認めた法科大学院については、当該法科大学院を置く大学の意見を聴いた上

で、必要に応じ、既に公表した評価の結果に変更内容を付記します。 

また、機構は、年次報告書を調査した結果、重点基準を満たさないおそれがあると判断した場

合は、その旨を当該法科大学院を置く大学に通知します。 

なお、機構は、年次報告書の提出がない場合には、その旨を公表します。 

 

 

３ 実施時期 

 

評価実施年度の翌年度以降 

毎  年  度 ６月末 年次報告書の提出締切 

７月～ 年次報告書の調査 

１月末 評価結果への付記事項（案）を重要な変更又は状況の変化があると

認めた法科大学院を置く大学に通知 

２月末 当該法科大学院を置く大学からの意見の受付締切 

３月末 評価結果への付記事項の確定、当該法科大学院を置く大学に通知、 

評価結果への付記事項を社会に公表 

 

 

４ 年次報告書の作成方法 

 

機構の評価を受けた翌年度から作成し、毎年度６月末までに機構に提出してください。 

年次報告書は、下記に沿って、機構のウェブサイト(https://www.niad.ac.jp/)に掲載している

年次報告書様式ファイルをダウンロードして作成してください。 

 

① 年次報告書は、Ａ４横長・横書きで作成してください。 

② 原則として、日本語は明朝体で全角、英字は明朝体で半角、数字は明朝体で半角をそれ
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ぞれ使用してください。 

③ ページの右上に、法科大学院（研究科・専攻）名を記述してください（表紙を除く。）。 

 

※ 「改善すべき点の対応状況」欄については、対応状況及び対応年度が分かるように記載

し、次の評価を受けるまで年々加筆することとしてください。 

 

 

５ 年次報告書の提出方法 

 

（１）提出方法 

 

     年次報告書（根拠資料含む）は、機構が別途通知する方法によって、原則として、電子媒

体により提出してください。 

 

（２）提出締切及び提出先 

 

① 提出締切  次の評価を受けるまでの間の毎年度の６月末日（末日が土・日曜日の場合

は直前の金曜日）必着 

 

② 提 出 先  機構が別途通知する提出先 

   

（３）その他 

 

提出された書類に記述等の不備がある場合には、再提出等を求めることがあります。 
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Ⅲ 法科大学院対応状況報告書の内容及び作成方法等 

 

 

１ 対象 

 

機構認定法科大学院であって、評価において満たしていないとされた基準があるもの 

 

 

２ 内容 

 

機構認定法科大学院を置く大学であって、評価において満たしていないとされた基準があるも

のは、次の評価（他の認証評価機関による評価を含む。）を受けるまでの間、毎年度、その対応状

況について、対応状況報告書（様式８（21頁）参照）及び根拠となる資料・データ等を機構に提

出するものとします。 

機構は、年次報告書等専門部会において対応状況報告書等を調査し、その内容について評価委

員会で審議した結果、当該法科大学院を置く大学の意見を聴いた上で、既に公表した評価の結果

に評価において満たしていないとされた基準に係る対応状況について付記します。 

また、対応状況報告書等の調査の結果、適切な対応がなされたものと認められた基準について

は、翌年度以降の対応状況の報告は要しないものとし、その旨を当該法科大学院を置く大学に通

知します。 

なお、機構は、対応状況報告書の提出のない場合には、その旨を公表します。 

 

 

３ 実施時期 

 

評価実施年度の翌年度以降 

毎年度（※） ６月末 対応状況報告書等の提出締切 

７月～ 対応状況報告書等の調査 

１月末 評価結果への付記事項（案）を当該法科大学院を置く大学に通知 

２月末 当該法科大学院を置く大学からの意見の受付締切 

３月末 評価結果への付記事項の確定、当該法科大学院を置く大学に通知 

評価結果への付記事項を社会に公表 

 

（※）対象となる基準（評価において満たしていないとされた基準）のすべてについて、調査の結果、以降

の対応状況報告書の提出を要しないとされた場合は、翌年度以降の対応状況報告書の提出は不要とな

ります。 
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４ 対応状況報告書等の作成方法 

 

対応状況報告書では、評価において「是正を要する点」として指摘された事項について、その

対応状況を記述してください。 

 

（１）対応状況報告書の作成 

機構から適合認定を受けた翌年度から作成し、毎年度６月末までに機構に提出してくださ

い。 

対応状況報告書は、下記に沿って、機構のウェブサイトに掲載している対応状況報告書様

式ファイルをダウンロードして作成してください。 

また、対応状況の記述に当たっては、根拠となる資料・データ等を示しつつ、それぞれの

状況に応じて適切に記述してください。 

 

① 対応状況報告書は、Ａ４縦長・横書きで作成してください。 

② 原則として、日本語は明朝体で全角、英字は明朝体で半角、数字は明朝体で半角をそれ

ぞれ使用してください。 

 

（２）根拠となる資料・データ等の示し方 

 

① 対応状況報告書の「対応状況」欄には資料番号、資料の名称、出典のみを記載し、資料

・データ等の本体については、別添としてください。 

 

② 機構の調査に当たり、年次報告書等専門部会において資料・データ等が不足していると

判断される場合には、関係資料の追加提出や補足説明等を求めることがあります。 

 

 

５ 対応状況報告書等の提出方法 

 

（１）提出方法 

 

対応状況報告書（根拠資料含む）は、機構が別途通知する方法によって、原則として、電

子媒体により提出してください。 

 

（２）提出締切及び提出先 

 

① 提出締切  次の評価を受けるまでの間の毎年度の６月末日（末日が土・日曜日の場合

は直前の金曜日）必着 

 

② 提 出 先  機構が別途通知する提出先 
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（３）その他 

 

提出された書類に記述等の不備がある場合には、再提出等を求めることがあります。 
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Ⅳ  評価実施後の質の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

５年以内 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※）対象となる基準（評価において満たしていないとされた基準）のすべてについて、調査の結果、以降

の対応状況報告書の提出を要しないとされた場合は、翌年度以降の対応状況報告書の提出は不要。 

本 評 価 の 実 施 

 
適合認定を受けられず 適 合 認 定 

教育活動等の改善

追評価の実施 ※任意 
本評価実施年度
の翌々年度まで 

満たしていない

基準がある 

２年以内 

本 評 価 の 実 施 

法
科
大
学
院 

対
応
状
況
報
告
書 

の
提
出
（
毎
年
度
）
（
※
） 

満たしていない

基準がある 

 

法
科
大
学
院
対
応
状
況
報
告
書 

の
提
出
（
毎
年
度
）
（
※
） 

適 合 認 定 

すべての基準を 

満たしている 

すべての基準を 

満たしている 

法
科
大
学
院
年
次
報
告
書
の
提
出(

毎
年
度)

 

※学校教育法第109条第３項において５年以内ごとに受けることが義務付けられている。 
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様
　

式
　

７

○
○

大
学

法
科

大
学

院
年

次
報

告
書

【
○

○
年

度
評

価
実

施
】

令
和

○
年

６
月

○
○

大
学

大
学

院
○

○
研

究
科

○
○

専
攻

― 9 ―



○
○

大
学

大
学

院
○

○
研

究
科

○
○

専
攻

【
記

入
要

領
】

・ ・ ・ ※

【
記

入
例

】

（
３
）
法
学
既
修
者
の
認
定
（
基
準
４
－
３
－
１
）

提
出

資
料

に
関

し
て

、
ウ

ェ
ブ

サ
イ

ト
等

で
掲

載
さ

れ
て

い
る

場
合

は
、

U
R

L
を

該
当

欄
に

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

提
出

資
料

を
別

添
と

し
て

提
出

い
た

だ
く
場

合
に

つ
い

て
は

、
変

更
箇

所
が

わ
か

る
よ

う
下

線
を

引
く
な

ど
し

て
く
だ

さ
い

。

各
項

目
に

お
い

て
、

必
要

事
項

を
入

力
し

て
く
だ

さ
い

。
な

お
、

「
本

評
価

か
ら

の
変

更
の

有
無

」
を

確
認

し
て

い
る

項
目

に
つ

い
て

は
、

「
有

（
前

年
度

か
ら

の
変

更
）
」
、

「
有

（
前

年
度

以
前

の
変

更
）
」
、

「
無

」
の

い
ず

れ
か

を
選

択
し

て
く
だ

さ
い

。
各

選
択

肢
の

説
明

は
以

下
の

と
お

り
で

す
。

「
有

（
前

年
度

か
ら

の
変

更
）
」
：
年

次
報

告
書

提
出

年
度

の
入

学
者

に
適

用
さ

れ
る

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

等
に

変
更

が
あ

る
。

「
有

（
前

年
度

以
前

の
変

更
）
」
：
年

次
報

告
書

提
出

年
度

に
は

変
更

が
な

く
、

前
年

度
以

前
の

変
更

は
既

に
年

次
報

告
書

に
お

い
て

報
告

済
み

で
あ

る
。

「
無

」
：
本

評
価

実
施

以
降

、
変

更
が

な
い

。

履
修

免
除

対
象

本
評

価
時

か
ら

の
変

更
の

有
無

有
（
前
年

度
か
ら
の

変
更
）

変
更
前
：
【
別
添
1
】
学
生
便
覧

2
0
1
9
年
度
P
●

変
更
後
：
学
生
便
覧
2
0
2
0
年
度
P
●

履
修

免
除

単
位

数
本

評
価

時
か

ら
の

変
更

の
有

無
有
（
前
年

度
か
ら
の

変
更
）

変
更
前
：
【
別
添
2
】
●
●
規
則
第

●
条

変
更
後
：
●
●
規
則
第
●
条

（
h
t
t
p
s
:
/
/
・
・
・
）

「
有

（
前

年
度

か
ら

の
変

更
）
」
を

選
択

し
た

場
合

は
、

変
更

前
及

び
変

更
後

の
内

容
が

わ
か

る
資

料
を

提
出

く
だ

さ
い

。
な

お
、

提
出

い
た

だ
く
当

該
年

度
の

学
生

便
覧

、
当

該
年

度
実

施
の

学
生

募
集

要
項

で
変

更
後

の
内

容
が

わ
か

れ
ば

、
変

更
前

の
資

料
の

み
で

構
い

ま
せ

ん
。

（
資

料
・
デ

ー
タ

等
の

例
）

　
・
規

定
　

・
ウ

ェ
ブ

サ
イ

ト
の

該
当

ペ
ー

ジ
　

・
学

生
便

覧
該

当
箇

所
　

・
学

生
募

集
要

項
該

当
箇

所

提
出

資
料

（
U

R
L
等

）

法
律

科
目

試
験

の
対

象
分

野
本

評
価

時
か

ら
の

変
更

の
有

無
有
（
前
年

度
以
前
の

変
更
）
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○
○

大
学

大
学

院
○

○
研

究
科

○
○

専
攻

章
ご

と
の

重
点

基
準

・
 

当
該

報
告

書
の

資
料

と
し

て
当

該
年

度
の

学
生

便
覧

、
当

該
年

度
実

施
の

学
生

募
集

要
項

が
掲

載
さ

れ
て

い
る

ウ
ェ

ブ
サ

イ
ト

の
U

R
L
を

以
下

に
提

示
く
だ

さ
い

。

年
次

報
告

書
提

出
時

点
で

当
該

年
度

実
施

の
学

生
募

集
要

項
が

未
掲

載
の

場
合

は
、

掲
載

予
定

月
を

合
わ

せ
て

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

第
１

章
（
教

育
の

理
念

及
び

目
標

）
関

連

（
○

－
４

）
年

度
0
.
0
0
%

（
注

）
１

．
年

次
報

告
書

提
出

時
点

で
は

、
調

査
実

施
年

度
に

実
施

さ
れ

る
司

法
試

験
の

結
果

が
公

表
さ

れ
て

い
な

い
た

め
、

機
構

に
て

法
務

省
発

表
資

料
に

基
づ

き
評

価
し

ま
す

。
※

印
が

記
入

さ
れ

て
い

る
箇

所
が

該
当

し
ま

す
の

で
記

入
し

な
い

よ
う

に
し

て
く
だ

さ
い

。
２

．
「
受

験
者

数
」
、

「
合

格
者

数
」
欄

に
は

、
司

法
試

験
が

実
施

さ
れ

た
各

年
度

に
お

け
る

、
解

釈
指

針
１

－
１

－
２

－
２

（
１

）
の

状
況

に
つ

い
て

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
３

．
「
合

格
率

」
欄

に
は

、
「
合

格
者

数
」
を

「
受

験
者

数
」
で

割
っ

た
値

（
小

数
点

第
５

位
以

下
切

り
捨

て
）
が

自
動

表
示

さ
れ

ま
す

。
（
例

：
合

格
者

数
が

1
3
人

、
受

験
者

数
が

7
4
人

の
場

合
に

は
、

1
3
÷

7
4
＝

0
.1

7
5
6
7
・
・
・
≒

0
.1

7
5
6
と

な
り

、
『
1
7
.5

6
％

』
で

表
示

さ
れ

ま
す

。
）

（
○

－
２

）
年

度
0
.
0
0
%

（
○

－
３

）
年

度
0
.
0
0
%

○
年

度
※

※
※

（
○

－
１

）
年

度
0
.
0
0
%

①
解
釈
指
針
１
－
１
－
２
－
２
（
１
）
関
係

司
法

試
験

実
施

年
度

受
験

者
数

合
格

者
数

合
格

率

学
生

募
集

要
項

（
入

学
者

選
抜

要
項

等
）

学
生

便
覧

（
履

修
ガ

イ
ド

等
）

（
１
）
司
法
試
験
の
合
格
状
況
（
基
準
１
－
１
－
２
）
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○
○

大
学

大
学

院
○

○
研

究
科

○
○

専
攻

　
　
　
　
※
　
　
　
　
※

（
注

）
１

．
年

次
報

告
書

提
出

時
点

で
は

、
調

査
実

施
年

度
に

実
施

さ
れ

る
司

法
試

験
の

結
果

が
公

表
さ

れ
て

い
な

い
た

め
、

機
構

に
て

法
務

省
発

表
資

料
に

基
づ

き
評

価
し

ま
す

。
※

印
が

記
入

さ
れ

て
い

る
箇

所
が

該
当

し
ま

す
の

で
記

入
し

な
い

よ
う

に
し

て
く
だ

さ
い

。
２

．
「
修

了
者

数
」
欄

に
は

、
司

法
試

験
を

受
験

し
な

か
っ

た
者

を
含

め
て

、
当

該
年

度
に

修
了

し
た

者
の

人
数

を
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。
３

．
「
合

格
者

数
」
欄

に
は

、
各

修
了

年
度

に
お

け
る

修
了

者
の

う
ち

、
司

法
試

験
に

合
格

し
た

者
の

人
数

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

（
○

－
５

）
年

度

　
　
　
　
※
　
　
　
　
※

（
○

－
３

）
年

度

（
○

－
１

）
年

度
　
　
　
　
※
　
　
　
　
※

　
　
　
　
※

（
○

－
２

）
年

度
　
　
　
　
※
　
　
　
　
※

　
　
　
　
※
　
　
　
　
※

（
○

－
４

）
年

度

②
解
釈
指
針
１
－
１
－
２
－
２
（
２
）
関
係

修
了

年
度

修
了

者
数

合
格

者
数

合
格

率
司

法
試

験
実

施
年

度

（
○

－
４

）
年

度
（
○

－
３

）
年

度
（
○

－
２

）
年

度
（
○

－
１

）
年

度
○

年
度

計
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○
○

大
学

大
学

院
○

○
研

究
科

○
○

専
攻

第
２

章
（
教

育
内

容
）
関

連

（
１
）
デ
ィ
プ
ロ
マ
・
ポ
リ
シ
ー
、
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・
ポ
リ
シ
ー
（
基
準
２
－
１
－
１
）

（
２
）
開
設
す
る
授
業
科
目
（
基
準
２
－
１
－
３
）

（
３
）
段
階
的
履
修
（
基
準
２
－
１
－
４
）

（
４
）
開
設
す
る
法
律
基
本
科
目
（
基
準
２
－
１
－
５
）

（
５
）
開
設
す
る
法
律
実
務
基
礎
科
目
（
基
準
２
－
１
－
６
）

（
６
）
授
業
時
間
等
の
設
定
（
基
準
２
－
１
－
９
）

提
出

資
料

（
U

R
L
等

）

科
目

区
分

等
本

評
価

時
か

ら
の

変
更

の
有

無

提
出

資
料

（
U

R
L
等

）

本
評

価
時

か
ら

の
変

更
の

有
無

１
単

位
当

た
り

の
授

業
時

間
本

評
価

時
か

ら
の

変
更

の
有

無

１
年

間
の

授
業

期
間

※
学

期
区

分
の

変
更

等
本

評
価

時
か

ら
の

変
更

の
有

無

各
授

業
科

目
の

授
業

回
数

（
単

位
）

必
修

科
目

、
選

択
必

修
科

目
及

び
選

択
科

目
等

の
分

類
※

基
礎

科
目

及
び

応
用

科
目

の
編

成
含

む

本
評

価
時

か
ら

の
変

更
の

有
無

提
出

資
料

（
U

R
L
等

）

必
修

科
目

又
は

選
択

必
修

科
目

の
開

設
状

況
本

評
価

時
か

ら
の

変
更

の
有

無

提
出

資
料

（
U

R
L
等

）

科
目

区
分

等
本

評
価

時
か

ら
の

変
更

の
有

無

提
出

資
料

（
U

R
L
等

）

提
出

資
料

（
U

R
L
等

）

デ
ィ

プ
ロ

マ
・
ポ

リ
シ

ー
本

評
価

時
か

ら
の

変
更

の
有

無

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

・
ポ

リ
シ

ー
本

評
価

時
か

ら
の

変
更

の
有

無

― 13 ―



○
○

大
学

大
学

院
○

○
研

究
科

○
○

専
攻

第
３

章
（
教

育
方

法
）
関

連

（
１
）
履
修
科
目
登
録
単
位
数
の
上
限
（
基
準
３
－
３
－
１
）

提
出

資
料

（
U

R
L
等

）

履
修

科
目

登
録

単
位

数
の

上
限

本
評

価
時

か
ら

の
変

更
の

有
無
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○
○

大
学

大
学

院
○

○
研

究
科

○
○

専
攻

第
４

章
（
成

績
評

価
及

び
修

了
認

定
）
関

連

（
１
）
成
績
評
価
（
基
準
４
－
１
－
１
）

（
２
）
修
了
要
件
（
基
準
４
－
２
－
１
）

（
３
）
法
学
既
修
者
の
認
定
（
基
準
４
－
３
－
１
）

提
出

資
料

（
U

R
L
等

）

法
律

科
目

試
験

の
対

象
分

野
本

評
価

時
か

ら
の

変
更

の
有

無

履
修

免
除

対
象

本
評

価
時

か
ら

の
変

更
の

有
無

履
修

免
除

単
位

数
本

評
価

時
か

ら
の

変
更

の
有

無

本
評

価
時

か
ら

の
変

更
の

有
無

法
学

既
修

者
認

定
単

位
の

取
扱

い
本

評
価

時
か

ら
の

変
更

の
有

無

修
了

要
件

本
評

価
時

か
ら

の
変

更
の

有
無

十
分

な
実

務
経

験
を

有
す

る
者

の
取

扱
い

の
取

扱
い

入
学

後
の

修
得

単
位

の
取

扱
い

本
評

価
時

か
ら

の
変

更
の

有
無

入
学

前
の

修
得

単
位

の
取

扱
い

提
出

資
料

（
U

R
L
等

）

本
評

価
時

か
ら

の
変

更
の

有
無

提
出

資
料

（
U

R
L
等

）

成
績

評
価

基
準

本
評

価
時

か
ら

の
変

更
の

有
無

期
末

試
験

の
実

施
方

法
本

評
価

時
か

ら
の

変
更

の
有

無

再
試

験
及

び
追

試
験

制
度

本
評

価
時

か
ら

の
変

更
の

有
無

― 15 ―



○
○

大
学

大
学

院
○

○
研

究
科

○
○

専
攻

第
６

章
（
入

学
者

選
抜

等
）
関

連

（
１
）
入
学
者
選
抜
の
実
施
方
法
（
基
準
６
－
１
－
４
）

（
２
）
入
学
者
選
抜
の
状
況
（
基
準
６
－
２
－
３
）

（
注

）
１

．
「
競

争
倍

率
」
欄

に
は

、
「
受

験
者

数
」
を

「
合

格
者

数
」
で

割
っ

た
値

（
小

数
点

第
３

位
以

下
切

り
捨

て
）
が

自
動

表
示

さ
れ

ま
す

。
（
例

：
受

験
者

数
が

1
8
0
人

、
合

格
者

数
が

8
7
人

の
場

合
に

は
、

1
8
0
÷

8
7
＝

2
.0

6
8
・
・
・
≒

『
2
.0

6
』
で

表
示

さ
れ

ま
す

。
）

２
．

「
入

学
定

員
超

過
率

」
欄

に
は

、
「
入

学
者

数
」
を

「
入

学
定

員
」
で

割
っ

た
値

（
小

数
点

第
３

位
以

下
切

り
捨

て
）
が

自
動

表
示

さ
れ

ま
す

。
（
例

：
入

学
者

数
が

7
2
人

、
入

学
定

員
が

7
0
人

の
場

合
に

は
、

7
2
÷

7
0
＝

1
.0

2
8
・
・
・
≒

1
.0

2
と

な
り

、
『
1
0
2
％

』
で

表
示

さ
れ

ま
す

。
）

0
0
%

法
学

既
修

者
0
.0

0

0
.0

0

（
○

－
４

）
年

度
法

学
未

修
者

0
.0

0
0
.0

0

（
○

－
１

）
年

度

（
○

－
３

）
年

度
法

学
未

修
者

0
0
%

法
学

既
修

者
0
.0

0

0
.0

0
0
.0

0
0

0
%

法
学

既
修

者

（
○

－
２

）
年

度
法

学
未

修
者

0
.0

0
0
.0

0

0
.0

0
0
.0

0
0

0
%

法
学

既
修

者
0
.0

0

法
学

未
修

者

0
0
%

法
学

既
修

者
0
.0

0

〔
 e

／
a 

〕

○
年

度
法

学
未

修
者

0
.0

0
0
.0

0

入
学

者
数

【
 e

 】
（
合

計
）

入
学

定
員

超
過

率

（
人

）
（
人

）
（
人

）
（
人

）
〔
 b

／
c
 〕

（
人

）
（
人

）

種
別

入
学

定
員

【
 a

 】
志

願
者

数
受

験
者

数
【
 b

 】
合

格
者

数
【
 c

 】

競
争

倍
率

（
法

学
未

修
者

、
法

学
既

修
者

別
）

競
争

倍
率

入
学

者
数

【
 d

 】
（
法

学
未

修
者

、
法

学
既

修
者

別
）

提
出

資
料

（
U

R
L
等

）

入
学

者
選

抜
の

実
施

方
法

、
選

考
上

の
考

慮
要

素
、

配
点

基
準

等
本

評
価

時
か

ら
の

変
更

の
有

無
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○
○

大
学

大
学

院
○

○
研

究
科

○
○

専
攻

第
８

章
（
教

員
組

織
）
関

連

（
１
）
教
員
数
（
基
準
８
－
１
－
１
、
８
－
１
－
２
、
８
－
２
－
１
、
８
－
２
－
４
）

（
２
）
科
目
別
の
専
任
教
員
数
（
基
準
８
－
２
－
２
）

（
注

）
１

．
本

文
書

作
成

年
度

の
５

月
１

日
現

在
で

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
２

．
科

目
別

に
延

べ
人

数
で

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

行
政

法
民

　
法

商
　

法
民

 　
事

訴
訟

法
刑

　
法

刑
 　

事
訴

訟
法

（
注

）
１

．
本

文
書

作
成

年
度

の
５

月
１

日
現

在
で

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
２

．
「
専

任
教

員
」
欄

の
「
実

・
み

」
に

つ
い

て
は

実
務

家
み

な
し

専
任

教
員

（
年

間
４

単
位

以
上

の
授

業
を

担
当

し
、

か
つ

、
法

科
大

学
院

の
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
編

成
等

の
運

営
に

責
任

を
有

す
る

者
）
数

、
「
専

・
他

」
に

つ
い

て
は

法
科

大
学

院
の

専
任

で
は

あ
る

が
、

他
の

学
部

・
大

学
院

の
専

任
教

員
数

を
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。

法
　

　
律

　
　

基
　

　
本

　
　

科
　

　
目

 法
律

実
務

 基
礎

科
目

基
礎

法
学

・
隣

接
科

目
展

開
・
先

端
科

目
憲

　
法

0

合
計

0
0

0
0

0
0

兼
任
教
員
（
他
の
大
学
等
の
教
員
等
）

兼
任

0

兼
担
教
員
（
学
内
の
他
学
部
等
の
教
員
）
兼
担

0

専
門
職
学
位
課
程

兼
務
実
務
家
・
専
任
教
員

0

博
士
後
期
課
程

0

博
士
前
期
課
程

0

修
士
課
程

0

学
士
課
程

0

専
門
職
学
位
課
程

0

博
士
後
期
課
程

0

兼
務
研
究
者
・
専
任
教
員

専
・
他

学
士
課
程

0 0

博
士
前
期
課
程

0

修
士
課
程

0

実
務
家
・
専
任
教
員
実
・
専

0

専 任 教 員

専
属
専
任
教
員

研
究
者
・
専
任
教
員
研
・
専

法
科
大
学
院

実
務
家
・
み
な
し
専
任
教
員
実
・
み

分
類

所
属

教
授

准
教
授
講
師
助
教

計
う
ち
、
法
曹
と
し
て
の
実
務
の
経
験
を
有
す
る
者
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○
○

大
学

大
学

院
○

○
研

究
科

○
○

専
攻

第
１

１
章

（
自

己
点

検
及

び
評

価
等

）
関

連

（
１
）
自
己
点
検
及
び
評
価
（
基
準
１
１
－
１
－
１
）

自
己

点
検

及
び

評
価

の
実

施
本

評
価

以
降

の
実

施
状

況

提
出

資
料

（
U

R
L
等

）
、

実
施

年
月

実
施

体
制

本
評

価
時

か
ら

の
変

更
の

有
無

評
価

項
目

本
評

価
時

か
ら

の
変

更
の

有
無
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○
○

大
学

大
学

院
○

○
研

究
科

○
○

専
攻

改
善

す
べ

き
点

の
対

応
状

況

未
対

応
の

事
項

に
つ

い
て

は
、

対
応

計
画

等
を

「
備

考
」
欄

に
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。

（
注

）
１

．
「
改

善
す

べ
き

点
」
欄

は
、

評
価

実
施

時
に

「
改

善
す

べ
き

点
」
と

し
て

指
摘

さ
れ

た
事

項
ご

と
に

欄
を

区
切

り
、

第
１

章
か

ら
第

1
1
章

の
順

に
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。
２

．
「
対

応
状

況
」
欄

に
つ

い
て

は
、

評
価

実
施

時
か

ら
の

対
応

状
況

を
古

い
も

の
か

ら
順

に
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。
３

．

（
例
）

試
験
答
案
の
保
管
が
一
元
的
に
な
さ
れ
て

お
ら
ず
、
教
員
個
人
が
各
々
の
方
法
で
保

管
す
る
な
ど
組
織
的
な
保
管
体
制
が
で
き

て
い
な
い
た
め
、
適
切
な
方
法
で
保
管
す

る
必
要
が
あ
る
。

（
○
－
２
年
度
）

未
対
応
。

（
○
－
１
年
度
）

試
験
答
案
は
教
務
課
に
お
い
て
電
子
化
し
た
上
で
一
元
的

に
保
管
す
る
こ
と
と
し
た
。

（
○
年
度
）

上
記
の
取
扱
い
を
今
後
も
継
続
す
る
こ
と
と
し
た
。

（
○
－
２
年

度
）

○
○
年
度
よ
り

一
元
的
に
保
管

す
る
こ
と
を
予

定
し
て
お
り
、

ど
の
よ
う
な
保

管
体
制
が
適
切

で
あ
る
か
検
討

章
改

善
す

べ
き

点
対

応
状

況
備

考
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様 式 ８ 

法科大学院対応状況報告書 

 

                  法科大学院名：              

 
                  評価実施年度：     年度 

 
 

対象となる章及び基準  

是正を要する点  

対応状況  

 

対象となる章及び基準  

是正を要する点  

対応状況  

 

対象となる章及び基準  

是正を要する点  

対応状況  

 

（注）１．機構で受けた本評価又は追評価において、基準を満たしておらず、「是正を要する点」とし

て指摘された事項の対応状況について記入してください。 

２．「是正を要する点」には、評価報告書の「Ⅱ 章ごとの評価」の「２ 指摘事項」の【是正

を要する点】に記載された内容をそのまま転記してください。 

３.「対応状況」には、「是正を要する点」として指摘された事項に対する改善の取組について、

現在の状況を記入してください。取組の途中段階にある場合は、その進捗状況を記入してく

ださい。提出時点で未対応である事項についても省略せず、未対応である旨を記入してくだ

さい。 

４．記載内容については、根拠となる資料・データ等を別添として添付してください。 

５．「対応状況」欄については、対応状況及び対応年度が分かるように記入し、次の評価を受け

るまで、年々欄を追加の上加筆することとしてください。 
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 独立行政法人 

 大学改革支援・学位授与機構 

  〒１８７－８５８７ 

  東京都小平市学園西町１－２９－１ 

  ＴＥＬ／０４２－３０７－１６３１ 
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